
⚫ 問題の１つは、リスクが多様化していること。アルゴリズム等からも青少年を保護する必
要があるので、法目的の「青少年有害情報が多く流通している状況にかんがみ」のところ
ももう少し幅を持たせる必要がある。

⚫ 法律制定当時の方針であった「学びながら使う」、つまり、使うことを前提として対策を
考えるということ自体は今でも妥当だが、「青少年有害情報を閲覧する機会をできるだけ
少なくする」という受信側の話しかしていないことは問題。インタラクティブ性というイ
ンターネットの特性に鑑み、「青少年の発達段階に応じて適切な利用をする」等を目的に
含めるべき。

⚫ 環境整備法制定当初は高校生くらいからしか出来なかった発信が、現在は小学生くらいか
ら発信できるようになっている状況を踏まえて検討すべき。

⚫ 発信の中でも性的な画像や暴行の動画等に係る「拡散」が問題になっている。やはり、有
害情報の閲覧だけではなく発信や拡散の問題を捉えることが必要。
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【法の目的について】
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⚫ 法の目的において、フィルタリングが目的化した文章になっているため、フィルタリング
を少なくとも手段の１つである程度の位置づけに見直すべき。

⚫ 環境整備法第一条末尾の「青少年の権利の擁護に資すること」をこども基本法第一条の目
的とリンクさせ、より手厚く規定することも考えられる。

⚫ 現状、EMAのような仕組みがない中で、フィルタリングを柱にするようなアプローチには
かなり大きな限界があり見直しが必要。
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【法の目的について】
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⚫ 民間事業者が担うべきモデレーションを実行性のあるものにするため、法律に規定して回
る仕組みにすることが必要ではないか。

⚫ 以前はEMAによってインセンティブを与えながらフィルタリング中心にこどもたちを守っ
てきたところ、EMAに代わるような全体を俯瞰できる第三者機関が必要ではないか。
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【法の基本理念について】
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【諸外国のSNS規制について】

⚫ SNSを制限する際、SNSのどのリスクに注目して制限するのかについての議論も必要。閲
覧だけなら良いのか、発信がいけないのか等リスクが複数あると考える。

⚫ こどもへのリスクをいかに特定するかは重要。この点、オーストラリアの立法やミネソタ
の立法において、依存症やメンタルヘルス等へのリスクがいかに書かれているのか、また
立法過程においていかに議論されたかを紹介いただきたい。

⚫ SNS規制を行うのであれば、年齢による認知的な問題やエビデンスをしっかり調べてから
規制すべき。また、様々なSNSがあるためSNS一律規制は無理がある。最低限オーストラ
リアがどのような根拠で指定のSNSを規制したのか参考事例として調べるべき。
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⚫ SNSが居場所となっている小中高生がいることも事実であり、そのようなこどもたちに対
して一律SNS利用を制限した場合の影響についても考慮した上で法令整備を行うべき。

⚫ まず年齢認証の必要性の議論を行った上で、年齢認証の正確性をどこまで求めるかの議論
を行った方が良い。実際、年齢制限した後にどういう規律を課すかという話をしないと、
年齢制限をどれくらい厳密にやるかとも議論しづらい。

⚫ ある程度年齢で区切ってSNSの使用範囲を決めるべきではないか。

⚫ 年齢認証について、国としてマイナンバー制度を活用する等検討を進めていく必要がある。

⚫ SNSを規制すべき年齢について、あらゆる可能性を考慮してこどもたちにとってベストな
年齢で設定すべき。そういう意味でオーストラリアの事例は非常に参考になる。

【諸外国のSNS規制について】
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⚫ 専用のウェブブラウザを使って制限する方法は無理があり、OS事業者が提供する保護機能
をベースに考える必要がある。そのため、OS事業者の提供しているペアレンタルコント
ロール機能について検証した上で、日本の実態に応じて最適化するよう日本側から改善を
働きかける必要がある。

⚫ いわゆるフィルタリングはアプリを使うか使わないかというところしかコントロールがで
きない。アプリの中で有害コンテンツがあったりすると、個別に遮断することはできない
というところで大きな限界がある。

⚫ 不公正なアルゴリズムとは何か、日本の中で議論した上で明確化すべき。

⚫ 日本で違法なことについては事業者も対応するので、国内法として何が合法で何が違法か
明確に提示すべき。

⚫ 必ずしも有害情報とは言えないコンテンツが次から次に流れるといったソーシャルメディ
アのアルゴリズム等の設計に係るリスクも発生しており、これによる依存症やメンタルヘ
ルスへの影響も無視できない。しかしながら、これらの影響は従来型の問題と比べて捉え
がたいため、実態調査や心理学的なエビデンスの取得が重要。

【その他】
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